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安全基準に係わることであるが、環境技術の進化に

伴い生じた課題であるため、関連した話題としてここ

で紹介する。 
日本では、国連で問題提起される前から、静かな電

動車両に対する安全性低下の懸念が指摘されていた。

このため、国土交通省は検討委員会を設置し、2010
年 1 月に、世界に先駆けて「ハイブリッド車等の静音

性に関するガイドライン」を公表した。このガイドラ

インでは、モーターのみで低速走行している時は音で

車両の接近を知らせることとし、車両接近通報装置が

満たすべき要件を示した。この指針の策定にあたって

は交通安全環境研究所でこの装置の体験会を実施す

るなど技術面で貢献した。 
このような背景の下に、2010 年 2 月に、GRB の傘

下に電気、ハイブリッド自動車静音性（QRTV; Quiet 
Road Transport Vehicles）インフォーマル会議が設

置され、国際基準の検討が始まった。 
日本は、日本の定めたガイドラインを国際標準とす

るべく紹介に努めるとともに、日本の自動車メーカー

が試作したガイドラインに基づく車両接近通報装置

のデモンストレーションを国連の構内で実施した。そ

の結果、日本のガイドラインとほぼ同様の内容で、国

際的なガイドラインが2011年3月にWP29で承認さ

れた。 
一方、米国は自動車の静音性対策の基準化を目指し

ており、UN-GTR の作成を望んだ。日本も最終的に

は基準化が必要との立場だったことから、ハイブリッ

ド自動車静音性（QRTV）インフォーマル会議を改組

して、2012 年 7 月より UN-GTR 作成のための活動に

入った。このインフォーマル会議の議長は米国が担当

し、副議長は交通安全環境研究所の職員が務めること

になった。日本や欧州は既に定められている、WP29
のガイドラインをベースに基準化を進める方針を取

ったが、米国がこれに難色を示し、合意を目指して細

部の議論を続けていくことになった。 
 
３．２．現在の主な活動 

UN-R については、意見のまとまった UN-R51 改

訂案の審議を待っているところであり、現在の主な議

論は電気、ハイブリッド自動車静音性に関するもので

ある。 
 先に述べた、QRTV インフォーマルグループで

UN-GTR のための議論を引き続き行っている。その

中で、日本、欧州と米国との意見の乖離が未だに埋ま

っていない。日本は、聞こえやすさを確保しつつ、う

るささを感じさせない車両接近通報音として、

1250Hz 以上と、800Hz 以下のそれぞれに、少なくと

も１つ卓越したバンドをもつ、2 バンドのコンセプト

を主張している。一方、米国は 8 バンドでの規定を主

張しており、平行線のままである。当初の予定では、

2014年9月までにUN-GTR案を作成する予定であっ

たが進展を見ていない。このような状況下で、欧州が、

既に存在するガイドラインに近い形で 1958 年協定の

下に UN-R を先に整備する、という提案を行った。日

本としては、UN-GTR と UN-R の内容を整合させる

べきという基本方針を取っており、仮に UN-GTR が

後から成立した場合は、その内容を UN-R に反映させ

ることを条件に、議論に参加する方針である。 
３．３．今後議論される課題 
 日本は二輪車騒音に関する UN-R41 の国内取り入

れを決め、乗用車に関しても UN-R51 を取り入れる

ことを前提に改定を目指している。この UN-R51 を

さらに改定する内容として、ISO で規格化されている

室内試験（Indoor test）の基準化が提案される可能性

がある。国内取り入れに問題が生じ無いように対応し

ていく必要がある。また、UN-R28 の見直し提案と

して、警音器の車両試験方法と判定値の改訂が議論さ

れる予定である。 
４．まとめ 

 交通安全環境研究所は、研究成果の提供だけでな

く、議長や副議長として基準作成のためのインフォー

マルグループの運営に深く関わるなど様々な活動を

通じ、UN-R、UN-GTR の作成あるいは改訂に積極的

に協力してきた。 

現在、日本の提案で、国際的な車両全体を対象とし

た型式認可（IWVTA）の相互承認制度の整備が進め

られている。騒音関係の基準については既にこのため

の作業に着手しているが、今後は、排出ガス関連の基

準について、成立した UN-GTR の内容が UN-R の改

正において適切に反映され真に国際調和された基準

として成立するように、力を入れていくことが重要に

なると考えられる。 
UN-GTR の作成、改定に関しては、引き続き交通

安全環境研究所の研究成果を会議の場に提出しつつ、

議長等の役職を担ってインフォーマルグループの運

営に関与していく予定である。 

 

 

 
 

７．自動車審査部における審査の概要について 
 

 

自動車審査部長 佐竹 克也 

 

 

１．はじめに 

 自動車を購入し使用する際は、その自動車が安全面

や環境面での基準に合致していることを、運輸支局等

で行われる検査により確認することになっているが、

この検査を効率的に行うため、自動車及び自動車装置

(以下「自動車等」という。)について、安全・環境基

準に合致しているか否かを生産段階で確認する「型式

指定制度」が設けられている。 

 自動車審査部(以下「審査部」という。)は、型式指

定制度の一環として、自動車等について、安全・環境

基準への適合性や燃料消費率の確認を、公正な立場で

行うわが国唯一の機関として、基準に適合しない自動

車が市場に出回ることを防止するという目的の下、厳

正に実施している。 

 一方、昨今、燃料電池自動車や自動走行システムな

どの次世代の自動車やインフラの取り組みがなされ

ているが、審査部の業務実施に当たっては、技術開発

による産業振興が円滑に図られるよう、また、商品と

しての自動車の国際的な流通を阻害しないように合

理的に取り組むことも重要である。 

 ここでは、この１年の動きを踏まえた審査部の取り

組みを概説する。 

２．自動車審査部の業務実績 

 平成 25 年度の自動車等の審査型式数は、自動車に

あっては 2701 型式、自動車装置にあっては 338 型式

である（図１参照）。 

 また、メーカーの設計・開発をより円滑に進めるた

め、審査業務に先立ち試験等を行う先行受託試験につ

いては、平成25年度は147件(対前年度63件増)の受

託があり、積極的な利用が進んでいる。 

 さらに、国連協定規則に基づく、日本政府による装

置型式指定の認定証（E43）発行については、平成25

年度は66件(対前年度45件増)と、積極的な利用が進

んでいる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 審査型式数の推移 

３．昨今のトピックス 

３．１．燃料電池自動車 

地球温暖化が年々深刻化する中で、次世代自動車と

して、水素ガスを燃料とする燃料電池自動車が注目さ

れており、我が国においても、実用化に向けた開発が

進められている。 

水素ガスを燃料とする燃料電池自動車に係る基準

については、平成 25 年 6 月の国連の自動車基準調和

世界フォーラム（WP29）第 160 回会合において、「水

素及び燃料電池自動車に関する世界統一技術基準

（HFCV-GTR）」が採択され、平成 26 年 2 月には、わが

国の自動車安全・環境基準に、衝突試験後の車室内の

水素濃度やガス容器の車両への固定状態等の要件が

追加された。 

 審査部では、基準が定められたことを受け、法規

の詳細な解釈及び試験方法について、マニュアルの作

成を行うなど基準適合性試験を円滑に行うための調

整を進めており、こうした取り組みを通じて、燃料電

池自動車の実用化を推進している。 

３．２．燃費性能の改善 

燃料資源の有効活用や地球温暖化の防止の観点か

ら、ガソリンや軽油を燃料とする自動車の燃費性能の

改善は重要な取り組みである。 

 そのため、審査部では、審査業務の一環として燃

料消費率の測定を行っており、その結果については、
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国土交通省から広く公表されるとともに、エコカー減

税(自動車取得税・自動車重量税)やグリーン化特例

(自動車税)の取扱いにも活用されている。 

 特に、近年は、ユーザーの燃費に対する関心の高

まりもあり、燃費の改善が進んでいる（図２参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ ガソリン乗用車の燃費改善状況 

このような燃費を取り巻く状況を踏まえ、燃料消費

率の測定に当たっては、厳正かつ公正な実施が何より

も重要であり、こうした取り組みを通じて、燃費性能

の高い自動車の普及を推進する。 

３．３.車線逸脱警報装置 

次世代インフラとして、自動運転システムや安全運

転支援装置が注目されているが、これらに関連して、

昨今審査を開始した装置として「車線逸脱警報装置」

がある。 

この装置は、車線を正確に検知し、逸脱しそうな場

合に、音やランプによりドライバーに警報するもの

で、道路端のガードレールや防音壁への衝突防止に非

常に有用なものであり、大型トラック・バスを対象に

平成 27 年 8 月の義務付けが予定されている。審査部

では、この装置に関する試験を順次実施しているとこ

ろである（図３参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ 車線逸脱警報装置の試験 

 安全運転を支援する装置としては、その他に「被

害軽減ブレーキ」などがあるが、こうした装置の着実

な普及が、さらに高度な次世代インフラの実用化に寄

与することを期待している。 

４．まとめ 

近年の複雑で高度な新技術の導入、燃料電池自動車

等の革新的技術の普及、さらに、安全・環境基準の強

化に伴い、審査に必要となる知識・技術レベルが高ま

っている。 

また、グローバル化が進展する国際自動車市場の中

で、自動車の基準調和、IWVTA（国際的な車両型式認

証制度）等相互認証など、自動車審査業務の国際化の

必要性も益々高まっている。 

このような中で、審査部は、信頼性の高い審査制度

の運用と確実な業務の実施により、自動車の安全確

保、環境保全等を実現しつつ、自動車産業の成長にも

十分貢献できるよう、今後とも、適切な審査体制の保

持・整備を通じて、厳正な審査のなかで、合理性・効

率性を追求していく所存である。 

 

 

 
 

８．リコール技術検証業務の実施状況について 

 
 

リコール技術検証部   ※山﨑 孝章  大矢 純  田中 丈晴  山崎 明男 

 

 

１．まえがき 

リコール技術検証部は、平成18年 5月の道路運送

車両法等の改正に伴い当研究所に設置され、国土交通

省からの指示により、同省がユーザー等から収集した

自動車の不具合・事故に関する情報や自動車メーカー

等から得た情報についてリコールに該当する可能性

があるか否か、また、自動車メーカー等が同省に届け

出たリコールの内容が適切か否かに関して、技術検証

を行っている。加えて、場合により同省の担当官に同

行して、事故・火災の現地調査等も実施している。 

当部では、自動車メーカーで設計・開発に長く携わ

り高度な知識及び豊富な経験を有する技術者のＯＢ

や当研究所の研究領域で長く研究に従事してきた研

究者のＯＢを技術検証官として採用し、当研究所内の

各研究領域及び自動車審査部との連携の下に技術検

証を実施している。平成25年度は、71事案の検証を

新規に開始し、98事案（平成25年度以前の開始事案

等を含む。）の検証を終了した。このうち、リコール

等の市場措置に関連した事案数が32件であった。ま

た、リコール届出内容の妥当性に関して検証した事案

が13件あるほか、事故や火災の現地見分調査47件、

検証実験11件の実施を通じて、メーカーから示され

る技術報告の内容を確認する等の業務を行っている。 

ここでは、平成25年度におけるリコール技術検証

業務の実施状況として、事故・火災情報等の傾向につ

いて紹介するとともに、当該年度に技術検証を終了し

た事案に係る不具合原因の傾向及び不具合事例につ

いて、要因別に概説する。また、同年度に市場への注

意喚起を行った事例として、国土交通省からの受託調

査として実施した、オートマチック車を対象とした

「エンジン停止走行」に繋がるおそれのある事象に関

する調査の結果概要についても紹介する。 

 

２．自動車不具合情報、事故・火災情報の状況 

２．１．不具合情報の処理状況 

 自動車の構造・装置に起因する不具合の疑いがある

として国土交通省に報告される情報は、ユーザー及び

メーカーからの不具合情報のほか、メーカーからの事

故・火災情報や他省庁からの情報などがあり、当部で

は、これらの情報について予備的な分析作業を行って

いる。平成25年度に処理を行った件数は約8,500件

であり、その内訳は表１のとおりであった。 

 

表１ 平成25年度における不具合情報の処理件数 

注）(※)は平成25年１月～12月までの間の件数、その他は 

平成25年４月～26年３月までの間の件数を表す。 

 

 

２．２．事故・火災情報等の装置別及び原因別傾向 

 自動車メーカー等から報告された自動車の構造・装

置に起因した事故・火災情報のうち、装置名及び原因

が判明した802件について、装置別及び原因別に分析

した結果を図１に示す。装置別では、原動機、制動装

置、電気装置で事故・火災が多く発生していることが

分かる。また、原因別では、各装置とも点検・整備が

原因となることが多いが、原動機や制動装置では特殊

な使用状況、保安・灯火装置では社外品・後付装置の

使用が原因となる事例も多くみられる。全体として、

設計・製造以外の要因が７割を占めており、これら事

故・火災の未然防止のためには、ユーザーや整備事業

者への注意喚起も重要であることがわかる。 
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